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第１章 最近の国際政治情勢の変動が EU の農産物貿易政策
に与える影響の検討 

 

羽村 康弘  

 

１．序論 

 

米中対立，新型コロナ禍，ウクライナ戦争など，近年世界情勢が大きく変動していると

ころ，今年度も，EU 域内でも欧州議会選挙が実施されて政治勢力に変動が見られたほか，

米国でトランプ大統領が選出されて世界情勢に大きな影響を与えている。本稿においては，

EU を取り巻く世界情勢が大きく変動し，また EU 自体が変質する中で，EU の農産物貿

易政策がどのように変化したか，また変化しなかったか等について，主として EU の FTA

交渉に焦点を当てつつ検討する。 

EU の農産物貿易政策は，農産物貿易の相手国の意向のみならず国際貿易制度の安定性

から影響を受け，また，EU の共通通商政策の枠内で形成・交渉されるので EU の他分野

に係る貿易政策からも影響を受ける。また，外交交渉と国内の利害関係は相互に影響を与

えることから（2 レベル・ゲーム（飯田，2007：52；Putnam, 1988）），EU の農産物貿易

政策は域内の農業政策（以下，CAP）からも影響を受ける。ここで，CAP については農業

以外の分野や EU 域外の様々な要因の影響を受けるようになり狭い農業分野的性格を失っ

て久しく(1)，EU 域内の他分野に係る政策から影響を受けるようになっている。 

このようにEUの農産物貿易政策は，他分野を含め他方面から影響を受けており，また，

近年，その影響はますます大きくなってきているが(2)，農産物貿易政策は，貿易政策全般

とは別に一つの分野として議論され，また交渉されることが多い。ここで，EU の農産物

貿易政策をはじめとする農業政策において，他の産業分野と異なる配慮が必要だとされる

際に挙げられる概念は，日本と同様，食料安全保障及び農業・農村の有する多面的機能で

ある。本稿においては，大きく食料安全保障に係る論点（第 2 節），及び多面的機能に係る

論点（第 3節）に分けて EUの農産物貿易政策の変化の有無等について検討していきたい。 

なお，本稿は，2025 年 1 月末までの情報を基に記述している。したがって，昨年 12 月

1 日に発足した新しい欧州委員会が 100 日以内に発表するとしている農業及び食品の政策

ビジョンはまだ発表されておらず，またトランプ政権も発足直後で，その貿易政策は一部

しか明らかになっていない段階での情報に基づく記述である。このレポートにおいて EU

と記載している場合は，特にコメントしない限り，EEC（European Economic Community, 

欧州経済共同体），EC（European Community, 欧州共同体），EU（European Union, 欧

州連合）の総称である。 
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２．EUにおける食料安全保障政策 

 

（１）EUの食料安全保障政策に影響を及ぼす要因 

各国の食料安全保障政策(3)に影響を及ぼす要因としては， 

①天候，災害等生産条件の変化，バイオエネルギー向け需要を含め消費状況の変化といっ

た域内外の農産物需給の変動や為替の変動といった市場経済に係る要因のほか， 

②国際貿易の基盤を形成してきた GATT/WTO という多国間の国際貿易体制の変動や，EU

自ら及び第三国による二国間や複数国間の FTA 締結による農産物の輸出入条件等の変

化，さらには他国の輸出規制など個別具体的な農産物貿易施策の実施といった制度的な

要因が考えられる。 

後述するように EU は農産物純輸出国であり，市場経済に係る要因から大きな影響を受

けることが少ないこと，また，特に今年度については，EU において新型コロナ禍発生時

やウクライナ戦争勃発時ほど農産物価格高騰が懸念されていないこともあり，本稿におい

ては制度的な要因を中心に検討していきたい。 

 

（２）国内生産重視論（リアリズム）と国際貿易重視論（リベラリズム） 

 各国政府等が国民に対して必要な食料の供給を保障する手法としては，それぞれの国の

自然条件等農業生産の優位性やその国の置かれた国際関係といった状況の違いにより組み

合わせの比率に違いはあるものの，世界共通であって，①国内生産，②海外からの輸入，

③備蓄の三つの手法の組み合わせで構成されている。これらの手法のうち備蓄については，

一時的，短期的な食料不足に対応するためには有益であって必要であるが，食料は長期保

存が難しいこともあって中長期的な食料の安定供給を頼ることは困難である。ゆえに，毎

日の食料の安定的な供給を頼る手法は，国内生産か，海外からの輸入かということになる

が，両者のどちらに重きを置くべきかという点で，考え方に大きな違いが生じる。 

 

①国内生産重視論 

この考え方は，食料安全保障を確保するためには，食料の供給についてはなるべく他国

に依存しないようにすべきであって，国内で十分な食料生産を確保することが重要である

と考える。この考え方の背景には，貿易相手国や国際貿易制度は国民生活にとって重要な

食料の取引を任せるに足りないという国際貿易制度に対する信頼感の欠如がうかがえる。 

 

②国際貿易重視論 

一方で，食料安全保障を確保するためには，自国内にこだわるべきではなく，国際貿易

による輸入に頼ることが望ましいという考え方がある。この考え方の背景には，貿易相手

国や国際貿易制度は国民生活にとって重要な食料の取引を任せるに値するという国際貿易

制度に対する信頼感の存在がうかがえる。 

EU の農産物貿易政策を含め各国の農産物貿易政策については，基本的にこの両者の考
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え方の間に存在し（Clapp, 2017; Ewing-Chow and Slade, 2012），その時々の世界情勢等

の影響を受けて両者の間で動いていると考えられるが，国際関係全般についてのリアリズ

ムとリベラリズムの考え方に符合し（大庭, 2004），国際制度の安定性等国際秩序全般の影

響も受ける。ここで，リアリズムとリベラリズムのそれぞれの考え方の違いは，国際貿易

制度を含む国際制度（Regimes, Institutions）の影響力の大きさについての評価の差と捉

えられ，リアリズムと比較してリベラリズムは国際制度がより大きな影響を与えていると

考える（下図参照）。近年，国際貿易制度への信頼感が揺らいできているところ(4)，次項で

は，本年度，世界各国の国際貿易制度への信頼感がますます低下している状況について見

ておきたい。 

 

 

第１図 リアリズムとリベラリズム 

注．Krasner(1982)に基づき著者作成。 

 

（３）国際関係におけるリベラルな貿易秩序の後退の加速化 

第二次世界大戦以降，世界経済を支配してきたリベラルな国際秩序は弱体化してきてお

り（日本経済新聞，2024），特に多国間貿易制度を重視しない傾向が強まってきていると

言われる（Financial Times, 2024h）。 

WTO 事務局長は，国際貿易が地政学的な線で分断されはじめているとする（Financial 

Times, 2024n）。WTO のレポートでは，ウクライナ戦争開始後，モノの貿易は，地政学的

ブロック内に比べブロック外では，4.2%だけ成長が低かったとし（Blanga-Gubbay and 

Rubínová, 2024），IMF のレポートも，地政学的ブロック間の貿易や海外直接投資はブロ

ック内と比較して大幅に減少しているとしている（Gopinath et al, 2024）。 

覇権国として第二次世界大戦後の国際貿易制度を含む国際制度全般の担い手であった

米国の貿易政策も大きく変化している。バイデン政権下では，第一期のトランプ政権と同

様，多国間の GATT/WTO を重視せず，また，二国間や複数国間の FTA も新たに締結する

ことはなかった。ただし，商務省が半導体，重要鉱物，消費者電気製品等についてサプラ

イチェーン・センター（Supply Chain Center）を立ち上げ，同盟国や友好国とともにど

こにリスクや機会が存在するのか検討を開始し（（Financial Times, 2024k），また，同盟国

や友好国とともに鉱物安全保障パートナーシップ（Mineral Security Partnership）を立ち上げ
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て，希少原材料の協力を改善しようとするなど（（Financial Times, 2024p），同盟国や友好

国との貿易関係の強化（フレンドショアリング）のため積極的に動いた。 

今般選出されたトランプ大統領は，多国間条約をほとんど破棄し（Financial Times, 

2024t），多国間貿易制度の衰退は加速化するだろうとされる（Financial Times, 2024u）。

トランプ大統領が選挙期間中に訴えてきた一律 10%～20%の関税等は，WTO の義務違反

となる（（Financial Times, 2024w）。さらに，自国第一主義を唱道するトランプ大統領は，

貿易政策において同盟国であるか否かや FTA を締結しているか否かを区別していない。カ

ナダやメキシコに 25%の関税をかけると繰り返し言っており，また，カナダ及びメキシコ

との USMCA を含め全ての FTA を見直しの対象とするとしており（Financial Times, 

2025a），バイデン政権で見られたフレンドショアリングへの配慮も見られない。 

 

（４）EUの対応（貿易政策全般） 

 このように，世界的にリベラルな貿易秩序，特に多国間貿易制度の弱体化が進み，さら

に米国においては，同盟国や FTA 締結相手国など友好国との貿易関係も軽視する傾向が

見られる中で，本項では，EU の農産物貿易政策の変化を検討する前に，EU の貿易政策全

般はどのように変化してきているのか見ておきたい。 

 

EU は，元々，オープンな自由貿易が平和及び繁栄の道筋であるとの考え方によって形

成されてきた国際組織である（Newman, 2024）。フォンデアライエン委員長は，EU の国

際貿易への接し方は米国と異なり，公正でルールに基づいて行いたいと考えており，中国

との関係もデカップルではなくデリスクを求めているとした（Financial Times, 2024f）。

また，ドイツのオラフ・ショルツ首相やフランスのマクロン大統領も，基本的に WTO を

支持しつつ，FTA 締結を促進するとしている（Macron and Scholz, 2024）。 

しかしながら，米中対立，ウクライナ戦争など，世界情勢が近年大きく変動する中で，

EU においても地政学的な考え方が猛烈な勢いで復活してきていると言われる（Financial 

Times, 2024j）。EU の改革及び結束基金担当委員（（当時）は，欧州はオープンであり続け

る必要があるが，他の誰もがプレーしているゲームをする際には世間知らずではいけない

（less naïve）とした（Financial Times, 2024c）。そして，欧州中央銀行のラガルド総裁

は，「世界経済が競合するブロックに分裂するのを目撃している」と警告している

（Financial Times, 2024x）。元々EU が自律する必要性を強調することが多かったフラン

スのマクロン大統領は，米国でトランプ大統領が再選されたことを受けて，（「世界は草食動

物と肉食動物で構成されており，草食動物であり続けることに決定すると，我々は単なる

肉食動物の市場になってしまうだろう」とし，欧州は米国と同様，特に防衛と貿易につい

て，自らの利害を第一に守る地域であることが求められると主張するようになっている

（Financial Times, 2024v）。 

具体的な施策では，一昨年，EU は，重要原材料法（Critical Raw Materials Act）を成

立させ，EU 産業にとって重要な希少金属等の供給を確保するため，その自給率を 3%から



農林水産政策研究所 [主要国農業政策・食料需給]プロ研資料 第 10 号（2025.3） 

- 5 - 

10%に上げる目標を設定し，加盟国による共同購買の実施や，加盟国が地質資源の探索に

関する国家プログラムを立ち上げることを求めるなど，国内生産重視（EU においては域

内生産重視。以下同じ）の方向に動いている。また，対中貿易政策においては，米国が中

国製品に関税をかけたことにより中国政府の補助金を受けた中国製電気自動車が EU にな

だれ込む懸念があることから，域内での生産を保護するため，昨年 10 月，中国製電気自動

車への最大 45%の関税をかけることを決定したほか（（Financial Times, 2024r），中国から

の合板へアンチダンピング調査を開始するなど（Financial Times, 2024q），より強硬な手

法を採るようになってきている。 

 ただし，EU は国内生産重視に一辺倒に傾いているわけではない。欧州委員会の依頼で，

欧州中央銀行前総裁でイタリア前首相のドラギ氏がまとめたレポートでは，経済安全保障

を向上するため，EU は重要原材料へのアクセスを確保し，重要なバリューチェーンを守

る必要があるとして，重要なパートナーと FTA を締結して供給を確保する必要があると

している（（Draghi, 2024）。そして貿易担当委員は，就任前の欧州議会の承認プロセスにお

ける書面での質疑応答（（European Parliament, 2024 b）において，EU はグローバルな経

済に深く組み込まれており，激動する地政学的な世界情勢を踏まえつつ，できる限り開か

れた経済を維持し，また，友好国との重要なサプライチェーンを発展させるとしている。

このように，EU は二国間や複数国間での国際貿易制度を重視する姿勢を維持しており，

この点で，自国第一主義を掲げ，友好国との FTA も軽視する米国トランプ政権の姿勢と

は異なっている。 

 

（５）EUの対応（農産物貿易政策：食料安全保障関係） 

 前項で述べたように，EU は，貿易政策全般においては，希少金属の貿易や対中政策な

どにおいて国内生産重視の方向に傾く一方で，FTA の締結等を通じて，少なくとも二国間

や複数国間の貿易を通じた友好国との協調を図ろうとしている。本項では，農産物に係る

貿易政策について考え方の変化は見られるのか，特に，第 2 項で述べた国内生産重視論と

国際貿易重視論の間での移動は見られるのかについて検討したい。 

  

そもそも，今世紀に入って EU にとって十分な食料を生産することはもはや課題ではな

くなり，食料安全保障を主として途上国の問題として解釈しているとされる（Cardwell, 

2012: 281）。その後，米中対立，新型コロナ禍，ウクライナ戦争と国際政治情勢が大きく

変動し，今年度においては，米国でトランプ大統領が選出されるなど更に変動し，また，

昨年 6 月上旬に実施された欧州議会選挙（5 年ごとに実施される）において右派ポピュリ

ズムが伸長するなど域内政治情勢も変動したが，結論を先に述べると，EU において，国

内生産重視論と国際貿易重視論の間での移動は見られず，食料安全保障についての考え方

の変化は見られない。 

欧州議会選挙後の６月末に EU 加盟国首脳で構成される欧州理事会が提示した今後の

EU の政策の方向性を示す 2024 年から 2029 年にかけての戦略アジェンダ（European 
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Council, 2024）を，前回の 2019 年から 2024 年にかけての戦略アジェンダ（European 

Council, 2019）と比較して見ると，今回は前回には使われなかった食料安全保障という言

葉が使われている。しかしながら，引き続き確保する（continues to ensure）とされてい

るのであり，また，ここでの食料安全保障は域外の途上国を含めた世界の食料安全保障で

あると考えられる。また，農業担当委員は，就任に当たっての欧州議会の承認プロセスに

おける書面での質疑応答（European Parliament, 2024a）において，EU 及び世界の食料

安全保障に貢献するとしているが，気候変動や環境への悪影響を減らすための対応が求め

られるとする環境政策について述べる文脈で言及されているのであり，また，「引き続き」

貢献するとしているのであって，国内生産重視論への傾きは見られない。 

 以上のように EU において農産物貿易政策についての考え方の変化は見られない理由と

して，以下の要因が考えられる。 

まず EU は，2010 年以来，食料の純輸出地域であり，EU は繰り返しこの純輸出地域で

あるという状態を強調してきている。EU は，飼料など輸入に依存している農産物がある

ことは認識しつつも，域外との貿易が食料安全保障にとって重要な役割を果たしており，

貿易を制限する政策は気候変動や経済的な衝撃に対する脆弱性を増すことになるとしてい

る（（EFSCM, 2023）。元々EU 加盟国は，EU という単一市場によって EU 域内の異なる土

壌や気候の地域からの多様な農産物を安定的に供給されることができているのであり，逆

に各 EU 加盟国が国内生産重視論を強調し過ぎると各加盟国は自らの食料安全保障を確保

できないことになりかねない。また，EU は第二次世界大戦後に欧州の平和及び繁栄を目

的として関税同盟という国際貿易制度として発足し，その後統合を深めるという経緯を経

てきており，国際貿易制度が制度の根幹に位置付けられている。ゆえに自らの存立基盤で

もある国際貿易制度を重視して行動するという伝統があり，この根強い考え方も影響して

いると考える。 

 なお，昨年 6 月，ウクライナの EU 加盟交渉が開始されているが，新農業委員は，ウク

ライナが加盟すると，CAP 農業予算の配分等について困難な調整を行う必要があるとしつ

つも，食料安全保障の観点では，大豆といったプロテイン穀物の南米などの地域への依存

を減らす助けにもなると評価している（Financial Times, 2024z）。 

 

 ところで，近年，EU においては欧州議会を中心に農業分野における環境規制強化に反

対する議論の中で，食料安全保障という概念が持ち出されることが多くなってきている。 

しかしここで食料安全保障という言葉を使って行われている主張は，域内での農産物を増

産すべきという国内生産重視論というより，域内における農業生産活動による農村維持な

どの多面的機能を確保すべきという趣旨のものであり，むしろ多面的機能の概念に関係し

てくるものだと考えるところ，この点については，次節で検討することとしたい。 

 

３．EUにおける多面的機能政策 
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本節においては，まず，農業・農村の有する多面的機能に係る政策を検討するに際して

重要と考えられる「埋め込まれた自由主義（Embedded Liberalism）」の考え方を概述し，

この考え方を踏まえつつ，EU の多面的機能に係る政策形成に影響を及ぼす多様な行為主

体（アクター）の考え方を検討し，その後，実際の EU の農産物貿易政策の動きを見てい

きたい。 

 

（１）埋め込まれた自由主義の考え方 

戦後目指された自由貿易体制は，レッセフェールという自由放任主義ではなく，各国政

府による国内市場への介入と共存するような形で整えられた「埋め込まれた自由主義

（Embedded Liberalism）」（Ruggie, 1983）であるとされる。この「埋め込まれた自由主

義」では，戦後の自由貿易体制を，多国間主義による自由主義経済秩序の維持という国際

的な規範と雇用や経済成長を保障するための国内市場への政府による介入という国内経済

政策の独立との間の相克を回避する「妥協」の産物であると考える。この「妥協」に際し

て，各国は，対外的には自由経済体制を支持しつつ，国内的には各国の政治状況，経済状

況，社会的要請に見合うように市場への介入を行う「福祉（welfare）政策」を実施し，こ

れにより国内の安定を図ってきたとされる。一方で，貿易自由化を更に進展させることに

ついても，国内の「福祉政策」と矛盾しない範囲で進められ，ゆえに開放的な貿易体制を

保つ政府ほど，国内的にも手厚い「福祉政策」を行い，弱者対策を行っているとされる（古

城，2017:189；飯田，2007:103；Cameron, 1978）。ちなみに，国内で十分な「福祉政策」

を実施する余裕のない途上国は，GATT/WTO の義務の多くが免除されている。 

農業分野においては，農産物貿易自由化の要請と，農業分野の「福祉政策」，すなわち農

業・農村の有する多面的機能を維持・促進するための政策的支援の要請が拮抗し，両者の

共存を図る必要があった。ここで，GATT/WTO において両者の共存のために設けられた

指標が「緑の政策」である(Wolfe, 1998)。 

GATT ウルグアイラウンドにおいて農産物貿易自由化を迫られた EU にとっては，両者

を共存させるための方策が直接支払いであった。しかしながら，WTO ドーハラウンドに

おいては，GATT ウルグアイラウンドを踏まえて導入された EU の直接支払いも，農産物

輸出国から市場歪曲効果が大きいと糾弾されることとなった。ここで，EU は，直接支払

いは EU の農業分野への「福祉政策」として必要欠くべからざるものであると考え，これ

を正当化する理由として「多面的機能」の概念を提起している。ただし，EU は，平行し

て，この直接支払いを改善するために，生産とデカップルする単一直接支払い（Single 

Farm Payment）を検討している。そして，この改善策が WTO ドーハラウンドにおいて

「緑の政策」として受け入れられることが分かると，EU は急速に多面的機能のアイデア

に興味を失ったとされる（Potter, 2015: 117）。 

このように，EU は GATT/WTO における累次のラウンド交渉を通じて，農産物貿易自

由化を行ってきたが，その際に，農産物貿易自由化という国際的な要請と，農業・農村へ

の政策的支援の要請を調整し，「妥協」点を探っており，「埋め込まれた自由主義」という
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考え方に沿った行動を行ってきたと考えられる。EU は現在，GATT/WTO の場では多面的

機能の概念を訴えることはなくなっているが，FTA 締結等による農産物貿易自由化に対応

する域内対策を検討するに際しては，依然として「埋め込まれた自由主義」の考え方に沿

った形で，農業・農村への政策的支援を検討し，農産物貿易自由化と農業分野への「福祉

政策」との調整・妥協を図ろうとしている。次項においては，この調整・妥協のプロセス

に係る主要な行為主体（アクター）の考え方について見てみたい。 

 

（２）多面的機能政策に係る行為主体（アクター） 

食料安全保障政策については，域内市民に安定的に食料を供給することが目的であるこ

とから，基本的に，客観的な農産物の生産状況，消費状況，備蓄状況，流通状況等を前提

に，主として欧州委員会が専門的に判断することになる。しかしながら，多面的機能政策

については，農産物貿易自由化の要請と農業分野への「福祉政策」との妥協点を見出すこ

とが目的であることから，欧州委員会は様々な分野の様々な利害関係者等と調整する必要

があり，それぞれの利害を代表するアクターが影響を及ぼすことになる。 

ここで，EU の多面的機能政策に係るアクターとしては以下の者が考えられる。 

 

１）欧州委員会 

 共通通商政策については，基本的に欧州委員会の専権事項である。また，FTA 交渉につ

いても，事前の FTA 締結の影響調査，交渉の範囲などを定めるスコーピング作業，実際の

交渉等重要な過程において欧州委員会が主要な役割を果たしている。また，農業分野への

福祉政策の重要な部分を占める CAP についても欧州委員会と各国の共管であり，欧州委

員会も大きな役割を果たしている。以上，多面的機能政策については，まずは欧州委員会

の考え方が大きな影響を及ぼしていると考えられる。 

 

２）閣僚理事会 

 閣僚理事会は，EU 加盟国の担当大臣により構成され，EU 加盟国の利害が反映される

場である。FTA 交渉においては，欧州委員会からの交渉開始の提案に対して，欧州委員会

に対して交渉指令を発出し，そして交渉結果を承認して調印する権限を有している。この

承認のプロセスは，閣僚理事会に対して交渉結果に対する拒否権を与えるものであり，閣

僚理事会の判断は交渉の成否に影響を及ぼすことになる。 

 

３）欧州議会 

 欧州議会は，FTA 等の交渉過程において欧州委員会から累次報告を受けることとされて

おり，欧州委員会が交渉し，閣僚理事会が調印した FTA 等を最終的に批准する権限を有

している。この批准のプロセスも，欧州議会に対して交渉結果に対する拒否権を与えるも

のであり，欧州議会の判断は交渉の成否に影響を及ぼすことになる。 
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 ここで，欧州議会は，様々な会派に分かれており，また，農業分野など特定の利益団体

等の利害を代表するグループも存在する。農産物貿易政策に対し影響を及ぼす可能性があ

るグループや会派としては以下のようなものがある。 

 

①農業グループ(5) 

 EU は農産物純輸出地域となったが，北米，南米，オセアニア地域，旧ソ連構成国等と

比較すると農業分野での競争力が弱く，基本的に農産物貿易自由化に反対の姿勢を示すこ

とが多い。農業グループは欧州議会における大勢力ではないが，最近では，農民が，投入

財コストの上昇を背景に，欧州各地で①環境規制強化と②FTA 締結に反対を訴えるデモを

行い，これが欧州議会で伸長する右派ポピュリズムと連動することを懸念した欧州議会に

おける最大会派の欧州人民党（EPP）に影響を与え，結果として農業分野における環境規

制が緩和されることになるなど，一定の政治的影響力を有している。 

 

②工業グループ(6) 

 分野ごと国ごとに競争力に違いがあることから一概には言えないが，輸出市場の拡大等

を目指して FTA 締結等を推進しようとすることが多く，農業グループと比較して貿易自

由化に前向きである。なお，相手国の工業品市場への輸入自由化を求めると，相手国から

は農産物の貿易自由化を求められることが多く，結果として農産物分野においても貿易自

由化を進めざるを得なくなるというのが EU における FTA 交渉の基本的な構図である。 

 

③環境グループ(7) 

環境グループは農業分野においても環境対策を強力に推し進めるべきと考えており，域

内の農業分野における環境対策については，環境対策の負担が重過ぎると批判的な農業グ

ループと厳しく対立してきた。しかしながら，環境グループは，域外各国の農業分野にお

ける環境対策は EU 以上に不十分であると考えており，これらの国からの農産物の輸入が

増大することになる FTA 締結等に対しては，農業グループと同様反対している。 

 

④右派ポピュリズム(8) 

 基本的に，移民や難民だけでなく，経済面においても強い国境を形成しようとすると言

われ（Financial Times, 2024i），国境と市場を閉ざす傾向にあると言われる（庄司，2018）

ことから，その影響力を考慮に入れる必要がある。なお，オランダでは農業グループとの

連携が見られたが，ポーランドでは連携しておらず，農業グループとの関係は加盟国ごと

に様々である。 

 

⑤左翼グループ(9) 

欧州議会において，FTA 締結への反対勢力は，環境グループ及び左翼グループだと言わ

れており（Financial Times, 2024l），その影響力を考慮に入れる必要があると考える。 
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４）EU加盟国議会 

EU と加盟国の共管の項目が含まれる FTA（（合合協定）については，欧州議会の批准に

加えて EU 加盟国の議会の批准が必要である。しかしながら，農産物等のモノの貿易につ

いては EU の専管事項であって加盟国議会の批准を受ける必要がなく，実際に，EU 専管

の分野についてのみ EUの手続きが終了すると暫定的に適用することになる場合が多いの

で，EU 加盟国議会の大きな影響は及ばないと考えられる。 

 

（３）EUの対応：農産物貿易政策：多面的機能関係 

本項では，前項で挙げたアクターについて，昨年 6 月上旬に実施された欧州議会選挙を

経て勢力図にどのような変化があったのか，それが EU の多面的機能に係る農産物貿易政

策にどのような影響を及ぼしているのか，そして実際の EU の行動がどのように変化して

いるのか，変化していないのか等について検討する。検討対象は，主としてメルコスール

との FTA とする。このメルコスールとの FTA は，締結されると EU がこれまで締結した

FTA の中で最大の市場規模を創出することになり経済的な影響が大きく，また，メルコス

ール加盟国は EU と比較して農産物分野の競争力が強い一方で，EU はメルコスール加盟

国の環境政策が EU と比較して緩いと問題視していることもあって，農産物貿易政策に関

してアクター間の考え方の違いが大きく，争点が明瞭に映し出されている。なお，交渉が

締結最終段階まで長年にわたって紆余曲折して難航してきており，今後の EU の貿易政策

の変化の方向性を示す試金石ともいえると考える。 

 

１）各アクターの影響 

貿易政策に限らず，現在の欧州政治の主流をめぐる対立は，移民対策や人権問題をめぐ

るものもあるものの，決定的な対立は環境政策をめぐるもので，環境グループと欧州のラ

イフスタイルを維持したい右派ポピュリズムの衝突であると言われる（Financial Times, 

2024g）。欧州議会選挙においては，この両者の勢力図に変動があった。前回の 2019 年の

結果と比較して，右派ポピュリズム政党が全体の 5 分の 1 から 4 分の 1 へ議席数を伸ばし

た。一方で，環境グループは 2019 年の 71 議席から 52 議席に減らし，前々回の 2014 年

と同じ議席数となった。 

環境グループは，前述のとおり，基本的にメルコスールとの FTA 締結には反対の姿勢

を取っている。その理由は，これまで強化してきた EU 域内の環境規制と比較してメルコ

スール加盟国の環境規制が弱く，FTA を締結すると EU レベルの環境規制を守らずに生産

された農産品の輸入が増大するというものである。ここで EU 域内の環境規制に関しては，

欧州議会の主流である EPP は，昨年，欧州議会選挙において右派ポピュリズムが伸長す

ることを懸念して，既に欧州議会選挙前に環境規制を緩和している。農業分野については，

域内各国に農薬制限目標を定めるよう求めた指令を撤回し，農家に補助金を交付する CAP

の要件を緩和したほか，温暖化効果があるメタンガスについて，農業分野での排出削減目
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標の導入も見送っている。欧州議会選挙において，環境グループの議席数が減少し，一方

で環境政策に反対する右派ポピュリズムの議席数が伸びており，更なる環境政策の後退の

可能性もあるが，フォンデアライエン委員長は，欧州議会において環境グループの支持を

得て再選されており，同委員長が欧州議会で承認を求める際の誓約においては（（European 

Commission (2024b)）欧州のグリーン・トランジションは継続するとしている（stay the 

course on Europe’s green transition）。ただし，新規にクリーン産業ディール（Clean 

Industrial Deal）を提言し，農業から工業までより多くの投資が必要であるとして，新規

に競争力基金（European Competitiveness Fund）を提案するなど，環境規制を強化する

より，グリーン・トランジションを促す振興政策を強化する方向に変わってきている。少

なくとも当面，環境規制が後退することはあっても，強化されることはなさそうである。

このような域内の環境政策は，域外の国における環境規制への要求水準を下げることにつ

ながり，ゆえに FTA 締結に対する反対も緩和する可能性があると考えられる。 

一方で，欧州議会選挙において大きく勢力を伸ばした右派ポピュリズムは，フランスに

おける右派ポピュリズムの国民連合（RN）は新規の FTA に反対するとしているが，右派

ポピュリズムの掲げる政策はバラバラであるとされ（Financial Times, 2024i），欧州の右

派ポピュリズムは統一会派を組んでいるわけではない。また欧州の右派ポピュリズムは，

農業分野を始めとして環境基準を緩和することには熱心であるが，域外において環境基準

を執行することには興味がほとんどなく，特に保護主義者というわけではないと言われる

（Financial Times, 2024l）。したがって，欧州議会での極右の伸長による貿易政策への影

響は大きくないのではないかと考えられる。 

左翼は，健康，農家及び気候を犠牲にして大企業の利益を優先するものであるとして反

対している（（The Left in the European Parliament, 2024）。ただし，欧州議会選挙におけ

る議席数の変化はほとんどないものの，大勢力ではない。 

農業グループは，農産物加工分野など輸出に熱心な分野もあるものの，特にメルコスー

ルとの FTA については，メルコスール加盟国が農業大国であり締結により農産物の輸入

が増えることが懸念されるので，締結に強く反対している。なお，メルコスールとの FTA

締結交渉における特に大きな争点は，フランスとブラジル間での食肉に係る貿易自由化で

あるとされる（日本経済新聞, 2024）。 

一方で，工業グループは，自動車を始めとして，化学製品，医薬品，その他工業品の輸

出増が期待できること，また希少金属等重要原材料の安定的な供給を図る上でも重要であ

るとして，全体としては締結することを強く求めている。 

以上，欧州議会における各アクターの考え方及び欧州議会における勢力の変化を極大雑

把にまとめると下表のとおりである。それぞれの会派の大きさや欧州議会選挙における増

減を考慮に入れると，賛成派と反対派の勢力はほぼ拮抗しているのではなかろうか。 
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第１表 各アクターの考え方等 

 農業グループ 工業グループ 環境グループ 右派ポピュリ

ズム 

左翼 

基本的な姿勢 反対 賛成 反対 中立的 反対 

議会での勢力

等 

・欧州議会に

おいて大勢

力ではない 

・欧州委員会

に参画 

・欧州議会選

挙で中道右

派の EPP は

議席数を増

やす（＋） 

・欧州委員会

に参画 

・欧州議会選

挙で議席数

を減らす 

・欧州委員会

に参画 

・欧州議会選

挙で議席数

を増やす 

・なお欧州委

員会への参

画は限定的 

・欧州議会に

おいて大勢

力ではない 

・欧州委員会

に参画せず 

資料：筆者作成。 

 

次に，閣僚理事会を通じて反映されることとなる各国の意向を見てみたい。FTA につい

ては，少なくとも人口の 35%以上を占める４か国以上の反対があれば承認されないことと

なる。 

まず，EU 加盟国の 2 大国である仏独の状況を見てみると，EU の主要国であるフラン

スのマクロン大統領は，昨年前半においては，農家への財政支援を増やすことを求めつつ

も（Financial Times, 2024a），上記のとおり FTA 締結を促進するとしていた。しかしな

がら，国内で勢力を伸ばす右派ポピュリズムの RN が反対しており，農家によるデモが続

くせいもあるのか，メルコスールとの FTA に対しては反対を強く表明している。なお，こ

の反対については，貿易協定に対するフランスの伝統的なパフォーマンス的な反対とは異

なって，本物（genuine）であるとも評されている（Financial Times, 2024s）。 

一方で，ドイツのショルツ首相は，引き続きメルコスールとのものを含め FTA を推進す

べきとの立場である。 

 その他の国はどうであろうか。昨年 9 月に 11 か国の EU 加盟国がメルコスールとの

FTA を締結するよう求めている（（Financial Times, 2024o）。一方で，オーストリアが反対

し，アイルランドやオランダも賛成していない。ポーランドは，国内の工業界はこの FTA

を支持していることを認めつつ，我々にとっての優先事項は農業市場の保護になったとし

て，協定をブロックすることを試みるとしている。イタリアは，反対するかどうかは公表

していないが，FTA を締結するに当たっては農家への補償を求めているとされる

（Financial Times, 2024y）。 

 

２）欧州委員会の行動：FTA調印 

 以上のように，各アクターの考え方を見ると，欧州議会，加盟国（（閣僚理事会）ともに，

明確に賛成派が多数であるとは言えず，賛否両サイド間での激しい議論が絶えない状況で

あったが，昨年 12 月，最終的に欧州委員会はメルコスールとの FTA を締結している。 
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元々「深い」FTA により経済的，政治的統合を進めてきた EU にとって FTA は政治経

済の基盤であり，また，米国と比較して GDP に占める貿易の割合が高い EU にとって，

国際貿易を促進して欧州の経済力・政治力を維持・強化するために FTA を締結すること

は重要であった（（Financial Times, 2025c）。また，中国が南米と接近し，一方で EU と中

国との間で緊張が増してきている中で，メルコスールとの FTA 締結は仲間づくりのため

地政学的な重要性も増してきていた。これが欧州委員会をして，域内の抵抗が強いにもか

かわらず農業大国が集まるメルコスール相手に FTA を締結する決断をした理由であると

考えられる。なお，EU はメルコスールとの FTA を締結後，更に，EU への農産品の輸出

増も予想されるメキシコとの FTA を締結し，また，マレーシアとの FTA 交渉を再開して

いる（Financial Times, 2025b）。このように，EU において，WTO に比較して次善の策

ではあるものの，自由貿易体制を象徴する FTA を締結することは重要であるという考え

方は根強いものであると考える。 

ここで，EU の市民一般の意識を見ておきたい。2024 年初頭に実施された世論調査

（Eurobarometer）では，EU 加盟国の市民の 10 人に 6 人以上が国際貿易から利益を得て

いると考え，この割合は 2019 年の調査から増えている。また，国際貿易における EU の

役割に対する強い支持がうかがえ，74%の市民は，加盟国の貿易利害を守るために，EU は

加盟国が自ら行動するより効果的であると考えている（European Commission, 2024a）。

このように，EU 市民は，FTA 反対を訴える農家デモに対しては日常生活に支障をきたす

可能性もあるにもかかわらず寛容であり同情的でもあったが，農業グループと異なって，

国際貿易に対しては肯定的に捉えていることが伺える。このような EU 市民一般の意識も

欧州委員会の意思決定に影響を与えているのではなかろうか。 

 

３）欧州委員会の行動：今後の域内調整 

今後のプロセスであるが，上記のとおり，フランスほか複数の加盟国が反対しており，

閣僚理事会の承認は確実とはいえない。また，欧州の農業団体と環境団体は，既に協定へ

の反対のために動員するとしており（（Financial Times, 2024y），賛成派が圧倒的とは言え

ない欧州議会で批准を取り付けることも簡単ではないだろう。 

 

ここで，第 1 項で述べた（「埋め込まれた自由主義」の考え方に基づくと，FTA に反対す

る域内の各アクターの理解を得るためには，（「福祉政策」を充実させることが重要になって

くる。 

昨年春先の農家デモに対し，フランス，ポーランドその他の東欧諸国の農業大臣は，こ

れを鎮めるために CAP の増額を求めている（Financial Times, 2024b）。また，マクロン

大統領は，農家のデモに対し，農家に対してより財政支援することを誓うことで反動を鎮

めようとしたとされる（（Financial Times, 2024a）。イタリアは，上記のとおり今般のメル

コスールとの FTA 締結に当たって，農家への補償を求めている。 
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一方で，欧州委員会が依頼して作成された Draghi (2024)においては，農業分野に限定

しているわけではないが，生産性成長と社会的包摂（social inclusion）は手をつないで進

む必要があるとして（これまで）政策決定者はグローバリゼーションが及ぼしたとされる

社会的結果，特に労働収入への影響に対して鈍感過ぎたとしている。 

 

 以上のように，農業分野への補助金を充実させることへの加盟国からの要請は増してき

ており，これら要請を欧州委員会も認識しているが，一方で EU の財政事情は非常に厳し

く，増額することも難しそうである。 

 まず，歳入面で，EU の財源を増やすことは非常に困難な状況である。現在，EU の財源

の 3 分の 2 以上が国民総所得（GNI）に応じて加盟国から徴収されるものであるが，各加

盟国の懐事情等を考えるとこれを増やすことは非常に困難である（Financial Times, 

2024d）。EU 加盟国にとって，特にウクライナ戦争が勃発している現在，NATO による軍

事安全保障は最重要の政策課題である。2024 年末現在，北米及び欧州諸国中心に 32 か国

で構成される NATO に EU 加盟国 27 国のうち 23 か国が加盟しているところ，NATO 加

盟国は GDP 比 2%としている防衛費の目標（2024 年末現在この目標を達成している国は

32 か国中 23 か国）を 2030 年までに 3%に引き上げることを検討しているが（Financial 

Times, 2024aa），トランプ大統領からは更に 5%に増やすことを求められていて

（Financial Times, 2024ab），EU 加盟国の防衛費負担は増えるばかりである。EU におい

てリーダーシップが期待されてきたドイツ及びフランスは，それぞれ景気が悪い上に，政

治的に大きく合乱している。更にフランスの財政状況は悪化して国債の評価がギリシャを

下回ったとされる。EU への拠出金の増額は期待できない。 

なお，新型コロナ復興基金として，一時的に EU としての共通債務による基金が造成さ

れたことがあるが，EU 財政への純拠出国の抵抗は大きく，これまでのところあくまでも

一時的な措置とされている。 

一方で，支出面では，EU の優先課題は，European Commission (2024b)に見られるよ

うに，産業競争力の強化対策，デジタル移行対策及びこれと関連するがグリーン・トラン

ジション対策並びに防衛力強化である。グリーン・トランジション対策については，農業

分野も含まれているが，あくまでもグリーン・トランジションに必要なものに限定されよ

う。第 2 節で述べたように，食料安全保障面で懸念を抱えていない EU において，仮に

WTO 等の国際協定との整合性を確保することができたとしても，一般的な農業振興策を

増額させることは困難であろう。FTA 締結のための「福祉政策」として必要だとしても，

グリーン・トランジション対策に必要なもの等の条件が付けられることになるのではなか

ろうか。 

EU 本部が所在するブリュッセルで影響力のあるシンクタンクの Brugel は，国境をまた

ぐインフラ，イノベーション補助，EU における環境公共投資，国際的な気候変動資金及

び国際的なパートナーシップへの支援といった EU の優先分野への財源を生み出すため，
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加盟国の共同支出（co-funding）を導入することにより CAP への割り当て割合を削減すべ

きと提言している（Brugel, 2024）。 

実際に，フォンデアライエン委員長は，世界のライバルと比較して競争力の改善が遅い

状態を改革するため，EU からの補助金を加盟国の経済改革に条件づけることを提起し，

具体的には結束基金及び CAP に条件を課すことに利点があるとしていた（Financial 

Times, 2024e）。フォンデアライエン委員長の諮問を受け，農食分野，市民社会，地方のコ

ミュニティ及び学会といった利害関係者が作成し昨年 9 月に発表されたレポート

Strategic Dialogue on the Future of EU Agriculture (2024)では，財源面で，環境対策へ

の移行を支援するため移行基金（Just Transition Fund）を CAP の外に設けるとし，ま

た，地方の景観や生物生息を回復するため CAP の外に nature restoration fund を設置す

るとしているものの，一方で，CAP 本体は，より目標を絞って提供すべきとしている。ま

た，新任の農業担当委員も，EU には多くの政治的優先事項があり，CAP 予算は増えるこ

とはないだろうと述べている。そして，農地面積を基礎とした支払いから完全に離れるこ

とはないものの，分配を変えることが最も重要な見直しとなるとして，大きな農業ビジネ

スではなく，低収入の農家に分配することを進めるとして選択と集中の方針を示している

（Financial Times, 2024z）。 

 

４．まとめ 

 

以上，EU の農産物貿易政策の動きについて，食料安全保障政策や多面的機能政策とい

う視点から，主として各方面の対立する要請が明瞭に現れているメルコスールとの FTA交

渉等に焦点を当てて検討してきた。 

食料安全保障政策に関しては，世界情勢が大きく変動し，それにつれて希少金属貿易等

他分野においては変化が見られる中にあっても，EU においては，国内生産重視論と国際

貿易重視論の間での変化は見られなかった。 

一方で，多面的機能政策に関しては，農業グループ，環境グループ，左翼の反対にもか

かわらず，欧州委員会は，メルコスールとの FTA を締結するという判断を行っており，こ

の面でも大きな変化は見られない。ただし，今後，この FTA が発効するには，EU 側では

閣僚理事会の承認や欧州議会の批准が必要であり，（「埋め込まれた自由主義」の考え方を踏

まえると，域内調整のための補助金等による支援を増強することが要請される。しかしな

がら，EU や EU 加盟国は産業競争力強化のための予算や防衛費など他の優先政策事項を

数多く抱えており，農業予算を増額することには大きな困難が伴うと考えられ，選択と集

中が求められることになろう。 

EU においては，ちょうど次期中期予算の議論が始まる時期であり，EU は，米国のトラ

ンプ政権の政策の動向や，ウクライナ加盟交渉も念頭に置きつつ，難しい調整を図り，落

としどころを探っていくことになると考えられる。フォンデアライエン委員長の出身母体

で欧州議会の最大会派である EPP は，自会派から農業委員を出すことにこだわっていた
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と言われるが（Financial Times, 2024m），あるいはこの困難な調整を想定してのことか

もしれない。 

 

 

注 

 

(1) 今日では EU において「多くの農業政策課題は，貿易，環境，公衆衛生，エネルギー及び財政の課題と結びついて

きており，共通農業政策（CAP）は狭い分野的な性格（narrow sectoral character）を失ってきている」（Roederer-

Rynning, 2015: 196）と言われる。 

(2) EU の農産物貿易政策が EU 域内外から受ける多様な影響については，羽村(2024)を参考にされたい。 

(3) EU における食料安全保障政策は FAO の定義を前提にしたものであると考えられるが，本稿においては特に穀物

等の量的確保に焦点を当てている。 

(4) 近年世界各国の国際貿易制度への信頼感がますます低下している状況については，羽村(2024)を参考にされたい。 

(5) 本稿においては，中道右派（欧州人民党（EPP：Group of the European People’s Party, Christian Democrats)），

中道リベラル（欧州刷新（RE : Renew Europe Group））及び中道左派（欧州社会民主進歩同盟（S&D：Group of 

the Progressive Alliance of Socialists and Democrats in the European Parliament））の議員のうち，欧州の農家

や農業団体の利害を代表してその利害を強く主張する者を農業グループと捉えることとする。 

(6) 本稿においては，中道右派，中道リベラル及び中道左派の議員のうち，欧州の工業界や工業団体の利害を代表して

その利害を強く主張する者を工業グループと捉えることとする。 

(7) 本項においては，緑の党・欧州自由連盟（Greens/EFA：Group of the Greens/European Free Alliance）を環境グ

ループとして捉えている。 

(8) 本項においては，欧州保守改革グループ（ECR：European Conservatives and Reformists Group）及び主権国家

の欧州（ESN : Europe of Sovereign Nations）に属する議員を右派ポピュリズムと捉えている。 

(9) 本項においては，欧州統一左派連合／北方緑の左派（The Left : The Left Group in the European Parliament – 

GUE/NGL）に属する議員を左翼グループと捉えている。 
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